
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [105,116円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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将来負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

伊丹市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：市税収入は増加したが、生活保護費等の扶助費を含む義務的経費は引き続き増加するなどによって前年度と
同数となった。今後とも税収の徴収率向上等に努めるとともに、人件費、投資的事業、事務事業の見直し等を通じて財政の
健全化を図る。

経常収支比率：分母となる経常一般財源では、市税収入において対前年度比0.5%増加したが、交付税が対前年度比5.8%減
となったことなどから、全体で対前年度比0.8%減となった。一方歳出では、年々増加している生活保護費等の扶助費が対前
年度比6.9%増加したものの、人件費（対前年度比4.4%）及び公債費（対前年度比5.2%）が減となったことなどにより、経常収支
比率は前年度より１．１ポイント改善したが、類似団体平均は下回っている。今後とも新行財政運営改善計画（第５次行政改
革大綱)を着実に実行し、経常収支比率の改善に努める。

人件費・物件費の適正度 ：人口1,000人当りの職員数が類似団体や兵庫県市町平均を下回っていることとが大きな要因に
なっている。今後とも定員適正化計画に基づいた人件費の抑制を図るとともに、指定管理者制度の活用などにより物件費及
び維持補修費の抑制に努める。

ラスパイレス指数 ：国が学歴に基づく給料体系であるのに対し、本市では学歴によらず職員の能力・職務実績を重視した昇任
管理であること、また、昭和５０年代の職員採用休止措置に伴う職員年齢構成のひずみから、４０歳台前半の若い職員を管理
職に登用しているなどの事情からラスパイレス指数は高い水準となっている。今後も職務・職責に応じた給与を基本として、給
与の適正化に努める。

人口1人当たり地方債現在高 ：　平成１２年度において地方債現在高がピークを迎えたが、臨時財政対策債など特例債が増
加傾向にあることなどにより類似団体平均を若干上回っている。引き続き地方債発行の抑制、財政の健全化を図る。

実質公債費比率 ：過去から大型投資の取捨選択や、起債抑制策などにより類似団体や兵庫県市町平均を下回っている。従
来より特例債等を除く普通会計債の発行を原則各年度３０億円以内とし、公債費の適正管理に努めている。

人口1,000人当たりの職員数 ：　本市は類似団体平均および兵庫県市町村平均を下回っている。しかし定員適正化計画にお
いては、平成２２年度当初までに５.７％の職員数の削減を目標（人口1，000当たりの職員数に置き換えると６.４１人)としている
ことから、今後、さらに組織の簡素化、事務事業の効率化・民間委託、指定管理者制度等の推進を図る。


